




























































































































































































早積回政治経済摩雑誌 No.356,2004, 67-83 
源の配分を決定する方法や制度，プロセスに関



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Rights and Equal Opportunity Act 1986）に代
表される，連邦一一州の二重構造の差別禁止法制
の下町同法に基づ、いて設置された人権及び機会
均等委員会（HumanRights and Equal Opportu-
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('l) ただし，機会の平等を，また別の次元で捉える見解
も存在する。これは，たとえば平等雇用機会法
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旧日） ただし，これは法文上の「機会の平等」という意味
で，一般的に理解される機会の平等とは，意味合いが
異なる。
（ゆ その典型が男女雇用機会均等法であるが，この法律
が大した効果を生んでいないことは，今日でも厳然と
残る，男女の地位，あるいは処遇の格差を見れば，一
目瞭然である。
剛たとえば玄田氏のように，劣位処遇者の容認を条件
とするような主張は，より実質的平等を志向する立場
に立つものと見ることができる。
前出［注J(4）。
制基本的には，平等権を保障する，自由民主主義の憲
法体制というマクロ的制度と，それを実現するための
具体的な法制度，及び諸政策といったミクロ的制度が，
それぞれの領域と機能を持って存在するため，ミクロ
早稲田政治経済撃雑誌 No.356,2004, 67・83
的制度が欠如した状態でも，マクロ的制度が適正に運
営されることで，実体的な平等が確保される場合とい
うのもありうる。
側たとえば，劣位処遇者からの苦情の処理という個別
的制度を例にとってみると，その制度が存在すれば，
手続的には，まず最低限の平等性が確保されているも
のと認められる。しかし，実際の運営において，苦情
を申し立てたことによって，当事者が逆に不利益な取
り扱いを受けたとすれば，実体的な平等は実現してい
ないものと認められる。そこで，苦情の申し立て者に
対する不利益な取り扱いの禁止を新たに制度に盛り込
めば，制度はさらに公平なものとなる。しかし，単な
る禁止で実効性が確保されるわけもなく，より実効性
を求めるならば，苦情処理過程の公開や，不当に不利
益な取り扱いを行った者をその地位から排除する制度
なども必要となってこよう。しかし，そもそも優位な
地位にある者が，自らに不利な制度を導入する可能性
は低いため，通常はより高位の決定権者の意思に依存
することになる。企業などの場合，劣位処遇者がこの
高位の決定権者になることはまずないが，政治におい
ては，劣位処遇者も一人一票を持った有権者，あるい
はより根元的には主権者の一人として高位の決定権者
となることもあるため，平等を巡る政治は独特の様相
を呈することにもなる。
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